
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充 
 

 

 

香川 高校タブレット半額補助 私学も同額決定 
 香川県の高校タブレット補助については、この10月に全額私費負担から公立高校生に半額補助、私学にも同額補助と進展してき

ました（10月23日付推進ニュースNo.19参照）が、このほど補助額を3万6000円とし、11月定例県議会に2024年度補

正予算案として上程することが報じられました。当初は「高校は義務教育ではない」「（これまでの）無償貸与はコロナ禍での特例的

措置だった」と全額私費負担を主張していた県に対して、市民の声と運動によって姿勢を変えさせ、さらに「公私間格差是正の観点」

から私学も同額にすることを決断させたことは重要です。下の記事は四国新聞ですが、1面、アメリカ大統領選でトランプ氏勝利を

伝えるトップ記事の下に掲載され、関心の高さがうかがえます。同様の課題に直面する他県の動向にも影響を与える可能性がありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私学助成署名の中間集約（１１/１５時点）の結果を本部に報告してください。 

未組合員、未加盟校にも声をかけて、署名や集会への参加を呼びかけましょう。 
 

全国私私学助成をすすめる会  

No.26  2024年11月11日（月） 

四国新聞 １１月８日付 

 


